
第25期

定時株主総会

招 集 ご 通 知
2025年４月１日から2026年３月31日

開催情報

日 時 2026年６月24日（水曜日）

午前10時
（開場午前９時30分）

場 所 東京都港区芝公園２－４－１
芝パークビルＢ館地下１階
TOKYO‐CONVENTION HALL
AP浜松町

詳細は後記の地図をご参照ください。

株主様向けのお土産のご用意及び株主懇親

会等の開催はございません。予めご了承く

ださい。

株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス

証券コード：6082
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[証券コード 6082]

2026年６月４日

（電子提供措置の開始日 2026年６月２日）

株 主 各 位

東京都港区三田三丁目５番２７号

株式会社 ライドオンエクスプレスホールディングス
代表取締役社長 江見 朗

第25期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。

さて、当社第25期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申

し上げます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の

下記ウェブサイトに「第25期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項

を掲載しております。

当社ウェブサイト

https://www.rideonexpresshd.co.jp/

上記の当社ウェブサイトにある「ＩＲ情報」「株式情報」「株主総会」の順
に選択してご覧ください。

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記の東京証券取引所ウェブサイトにアクセスして、当社名または証券コ
ードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/ＰＲ情報」を順に選択の上、ご
覧ください。

お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討くださいま

して、３ページから４ぺージのご案内に従って、2026年６月23日（火曜日）午後

６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１．日 時 2026年６月24日（水曜日） 午前10時（開場午前９時30分）

２．場 所 東京都港区芝公園２－４－１ 芝パークビルＢ館地下１階
ＴＯＫＹＯ－ＣＯＮＶＥＮＴＩＯＮ ＨＡＬＬ ＡＰ浜松町

（詳細は後記の地図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第25期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告

及び連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査等委員

会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第25期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類

の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよう

お願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させて

いただきます。

◎ご出席の株主様向けのお土産のご用意及び株主懇親会等の開催はございませんので、予めご了承

ください。

◎第25期定時株主総会の決議の結果については、書面による決議通知はお送りいたしませんのでご

了承ください。決議の結果は、当社ウェブサイト（https://www.rideonexpresshd.co.jp/）に掲

載いたします。
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議決権行使方法のご案内

書面による議決権行使

インターネット等による議決権行使

スマートフォン・タブレット端末による議決権行使

株主総会当日のご来場による議決権行使

行使期限

行使期限

行使期限

同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご記入いただき、

郵送にてご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の

表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせ

ていただきます。

当社指定の議決権行使サイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にて、

各議案に対する賛否をご入力の上、ご送信ください。

同封の議決権行使書用紙をご持参いただき、会場受付にご提出くだ

さい。

書面とインターネット（パソコン、スマートフォン等）により重複して議決権を行使された場合は、

インターネットによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

インターネットによって複数回議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行

使としてお取扱いいたします。

同封の議決権行使書用紙の右下「スマートフォン用議決権行使ウェ

ブサイトログインQRコード」をスマートフォンかタブレット端末で

読み取り、表示されたURLを開き、画面の案内に従って議案の賛否を

ご入力の上、ご送信ください。

2026年６月23日（火）午後６時到着分まで

2026年６月23日（火）午後６時受付分まで

2026年６月23日（火）午後６時受付分まで
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ログインID・仮パスワードを
入力する方法

QRコードを読み取る方法

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パス

ワードを入力することなく、議決権行使サイト

にログインすることができます。

1 議決権行使書副票（右側）に記載のQRコード

を読み取ってください。

1 議決権行使ウェブサイトにアクセスして

ください。

2 議決権行使書用紙に記載された「ログイン

ID・仮パスワード」を入力しクリック

3 以降は、画面の案内に従って賛否をご入力

ください。

2 以降は、画面の案内に従って賛否をご入力

ください。

※ 「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの

登録商標です。

議決権行使
ウェブサイト

https://evote.tr.mufg.jp/

｢ログイン」を
クリック

｢ログインID・
仮パスワード」
を入力

議決権電子行使プラットフォームについて

管理信託銀行等の名義株主様（常任代理人様を

含みます。）につきましては、㈱ICJが運営する

議決権電子行使プラットフォームの利用を事前

に申し込まれた場合には、議決権行使にあたり、

当該プラットフォームをご利用いただけます。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォン等の操作方法などが

ご不明な場合は、下記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120-173-027
（通話料無料／受付時間 午前９時～午後９時）

インターネットによる議決権行使のご案内
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株主総会参考書類（要旨）

第１号議案 剰余金の処分の件

当期の期末配当金につきましては１株につき15円とさせていただきたいと存じます。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の任期満了に伴い、取締役（監査等

委員である取締役を除く。）５名の選任をお願いしたいと存じます。

候補者
番 号 氏

ふ り が な

名 当社における地位及び担当
候補者
属 性

１ 再 任
え み あきら

江見 朗 代表取締役社長

２ 再 任
まつしま かずゆき

松島 和之 取締役副社長

３ 再 任
わたなべ かずまさ

渡邊 一正 取締役副社長

４ 再 任
とみいた かつゆき

冨板 克行 常務取締役

５ 再 任
あか ぎ ゆたか

赤木 豊 常務取締役

第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役齋藤正夫氏の任期満了に伴い、監査等委員である取締役１

名の選任をお願いしたいと存じます。

氏
ふ り が な

名 当社における地位及び担当
候補者
属 性

再 任
さいとう まさ お

齋藤 正夫 取締役（監査等委員）
社 外

独 立

社 外 社外取締役候補者 独 立 独立役員候補者
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

第25期の期末配当につきましては、当期の業績、今後の事業環境及び事業の継

続的成長のための内部留保などを総合的に勘案し、適正な成果の配分を基本として

おります。

（1）配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金 15 円

総額 146,971,995円

（2）剰余金の配当が効力を生ずる日

2026年６月25日

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名選任の件

取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名が本総会終結の時をもって任期満
了となりますので、改めて取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名の選任を
お願いするものであります。

なお、本議案の内容は、取締役会の任意の諮問機関である指名・報酬委員会の答
申を受けた上で、取締役会において承認されたものであります。

監査等委員会は、当会社の企業価値向上の観点から、各候補者を取締役に選任す
ることが適切であると判断しております。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１

えみ あきら

江 見 朗

(1960年９月10日生)

1984年３月 レストラン玄海（米国）入社

738,969株

1992年４月 サブマリン開業

1995年８月 ㈱サブマリン設立 代表取締役社長

2001年７月 当社設立 代表取締役社長（現任）

2017年10月 ㈱ライドオンエクスプレス 代表取締役社長（現

任）

2017年10月

2022年４月

㈱ライドオンデマンド 代表取締役社長

㈱ライドオンシーズ 代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の創業者である江見朗氏は、経営全般における豊富な実務経験及び当社の事業を取り巻く

環境や業界について幅広い見識を有していることから、引き続き取締役候補者としました。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

２

まつしま かずゆき

松 島 和 之

(1959年９月24日生)

1981年３月㈲森商店入社

207,514株

1986年４月㈱ヤマコグループ入社

1992年４月サブマリン開業

1995年８月㈱サブマリン設立 取締役副社長

2001年７月当社設立 取締役

2003年11月当社 専務取締役

2010年８月当社 取締役副社長（現任）

2017年10月㈱ライドオンエクスプレス 取締役副社長

2017年10月㈱ライドオンデマンド 取締役副社長

2018年４月

2022年４月

当社 宅配事業統括（現任）

㈱ライドオンエクスプレス 取締役副社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

当社の共同創業者である松島和之氏は、当社の経営・フランチャイズチェーン運営全般におけ

る豊富な実務経験及び当社の事業を取り巻く環境や業界について深い見識を有していることか

ら、引き続き取締役候補者としました。

３

わたなべ かずまさ

渡 邊 一 正

(1969年１月17日生)

1991年４月 ㈱リクルートコスモス入社

134,025株

1992年４月 ㈱関西リクルート人材センター（現：㈱リクル

ート）入社

2003年10月 ㈱ネクストジャパン 常務取締役

2005年10月 同社 取締役上席副社長

2006年10月 同社 代表取締役社長

2007年11月 サードステージ設立 代表

2010年８月 当社 専務取締役

2015年１月 ㈱エースタート設立 代表取締役（現任）

2016年４月 当社 取締役副社長（現任）

2017年10月 ㈱ライドオンエクスプレス 取締役副社長

2017年10月 ㈱ライドオンデマンド 取締役副社長

2018年４月

2022年４月

当社 経営企画・人事・経理財務、投資戦略統

括（現任）

㈱ライドオンエクスプレス 取締役副社長（現任）

【取締役候補者とした理由】

渡邊一正氏は、経営全般における幅広い見識、豊富な実務経験を有しており、当社の経営企

画・管理部門の統括として重要な役割を果たしていることから、引き続き取締役候補者としま

した。
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

４

とみいた かつゆき

冨 板 克 行

(1965年３月17日生)

1988年４月㈱木曽路入社

176,973株

1995年８月㈱サブマリン入社

1998年８月同社 専務取締役

2001年７月当社入社

2002年２月当社 取締役

2010年８月当社 常務取締役（現任）

2017年10月㈱ライドオンエクスプレス 常務取締役

2017年10月㈱ライドオンデマンド 常務取締役

2019年４月当社 宅配事業担当（現任）

2020年６月㈱ライドオンエクスプレス 常務取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

冨板克行氏は、当社の取締役として経営に携わるとともに、フランチャイズチェーン構築・運

営における監督・指揮、新規事業開発といった豊富な実務経験を有していることから、引き続

き取締役候補者としました。

５

あかぎ ゆたか

赤 木 豊

(1976年９月４日生)

1999年４月㈱日本エル・シー・エー入社

61,178株

1999年12月㈱イデアリンク（現：㈱イデアプラス）入社

2001年12月同社 取締役

2007年10月同社 代表取締役

2008年５月同社 取締役副社長

2010年８月当社 取締役

2015年６月当社 常務取締役（現任）

2017年10月㈱ライドオンエクスプレス 常務取締役

2017年10月㈱ライドオンデマンド 常務取締役

2020年４月

2022年４月

当社 システム・マーケティング担当（現任）

㈱ライドオンエクスプレス 常務取締役（現任）

【取締役候補者とした理由】

赤木豊氏は、当社のエリアフランチャイザーとしての運営全般における豊富な実務経験及びシ

ステム、デジタルマーケティング分野における見識を有していることから、引き続き取締役候

補者としました。

（注）１. 各候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行に

関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることの
ある損害を当該保険契約により填補することとしております。各候補者が取締役に就任し
た場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、被保険者の保険料負担はありませ
ん。なお、2026年６月に同内容での更新を予定しております。
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第３号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

監査等委員である取締役齋藤正夫氏が本総会終結の時をもって任期満了となりま

すので、監査等委員である取締役１名の選任をお願いするものであります。

なお、本議案に関しましては予め監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
氏 名

（生年月日）
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況

所有する当
社株式の数

さいとう まさお

齋 藤 正 夫

(1952年11月19日生)

1976年10月

1980年４月

昭和監査法人（現：ＥＹ新日本有限責任監査法人）入

所

公認会計士登録 200株

1981年６月

2022年６月

齋藤正夫公認会計士事務所 代表（現任）

当社 取締役（監査等委員）（現任）

【社外取締役候補者とした理由および期待される役割の概要】

齋藤正夫氏は、公認会計士としての専門家の立場から企業会計に関する幅広い知識と知見に基づき、

ガバナンス体制の適正性・妥当性や業務執行体制及び経営課題への取り組み等に関する監督、助言な

どの役割を期待しております。なお、同氏が当社の社外取締役に就任してからの年数は本総会終結の

時をもって４年であります。

（注）１．候補者と当社の間には、特別の利害関係はありません。
２．齋藤正夫氏は、社外取締役候補者であります。
３．齋藤正夫氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしているため、独

立役員として同取引所に届け出ております。
４．当社は齋藤正夫氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項

の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度
額は、法令の定める最低責任限度額としております。なお、当該責任限定が認められる
のは、当該取締役の職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

５．当社は役員等賠償責任保険契約を保険会社と締結しており、被保険者がその職務の執行
に関し責任を負うことまたは当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずるこ
とのある損害を当該保険契約により填補することとしております。候補者が取締役に就
任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、被保険者の保険料負担はあ
りません。なお、2026年６月に同内容での更新を予定しております。
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【ご参考】取締役会構成及びスキルマトリックス（第２号議案、第３号議案が承認さ

れた場合）

氏名
会社における

地位

独立

社外
性別

スキル・経験

経営全般

店舗運営・

出店・マー

ケティング

財務・会計

IT・デジ

タル・テク

ノロジー

人事・労務

・人財開発

法務・リス

クマネジメ

ント

江見 朗 代表取締役社長 男性 ● ●

松島 和之 取締役副社長 男性 ● ● ●

渡邊 一正 取締役副社長 男性 ● ● ● ● ●

冨板 克行 常務取締役 男性 ●

赤木 豊 常務取締役 男性 ● ●

齋藤 正夫
取締役

(監査等委員)
〇 男性 ● ● ●

吉田 真
取締役

(監査等委員)
〇 男性 ● ● ●

砂子 知香
取締役

(監査等委員)
〇 女性 ● ●

※各氏の有する全ての知見や経験を表すものではありません。

以 上
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事 業 報 告

(2025年４月１日から
2026年３月31日まで)

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過および成果
当連結会計年度における我が国経済は、緩やかな回復基調を維持し、今後も雇

用・所得環境の改善や各種政策の効果が緩やかな回復を支えることが期待されて

おります。しかしながら、緊張が続く中東情勢の影響や、物価動向、米国の通商

政策をめぐる動向、金融資本市場の変動の影響等が、景気を下押しするリスクと

なっております。

当社グループの属する宅配食市場におきましては、高齢化社会の進展、単身世

帯の増加、夫婦共働き世帯の増加を背景に、フードデリバリーやテイクアウト等

の中食需要が堅調である一方で、コスト増や競争の激化といった課題への対応も

必要となっております。

このような状況の下、当社グループは「ご家庭での生活を『もっと美味しく、

もっと便利に』」を実現するために、「誰もがご自宅にいながらにして享受できる、

より便利で快適な新しいライフスタイルの創出」に貢献していく「次世代ホーム

ネット戦略」を基本戦略として、事業活動に取り組んでまいりました。

当連結会計年度においては、2025年４月より商品内容や、販売価格を大きく見

直したメニュー改定や、宅配寿司「銀のさら」が創業25周年を迎えたことを記念

した、25周年プロジェクトなどの販売戦略により、売上高は前年同期に比べ増加

いたしました。売上高の増加や、仕入れ価格の上昇に伴い売上原価は増加したも

のの、メニュー改定に伴う生産性の向上、前年同期に行ったサービスの終了など

により各種費用が適正化されたことで、販売費及び一般管理費は前年同期に比べ

減少いたしました。

営業外損益においては、当社連結子会社である「ライドオン・エースタート１

号投資事業有限責任組合」において発生した投資事業組合運用益を計上しており

ます。その他に、投資有価証券の評価損、加盟店舗の買い取りによる店舗買取損、

直営店舗の売却による固定資産売却益を計上しております。

特別損失においては、直営店舗の保有する資産等を減損損失として計上してお

ります。

その結果、当連結会計年度の業績は売上高23,833百万円（前年同期比1.9％増）、

営業利益879百万円（前年同期比12.6％増）、経常利益1,277百万円（前年同期比

76.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益699百万円（前年同期比109.8％増）

となりました。

財政状態においては、当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度

末に比べ2,227百万円増加し、15,224百万円となりました。当連結会計年度末にお

ける負債合計は、前連結会計年度末に比べ1,407百万円増加し、6,373百万円とな
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りました。当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ819

百万円増加し、8,850百万円となりました。

主な活動状況は以下のとおりです。

① 店舗・拠点

当連結会計年度末におけるＦＣを含むチェーン全体の店舗数は695店舗（直営

227店舗、ＦＣ店468店舗）、拠点数は352拠点（直営93拠点、ＦＣ259拠点）となり

ました。

※当社グループのチェーンでは、商品を宅配するための事業所を全国に配置しており、これを「拠
点」と呼んでおります。また、消費者に提供するメニューの種類ごとに設置される設備（宅配
寿司「銀のさら」や宅配御膳「釜寅」等）毎の配送機能を「店舗」と呼び、一つの「拠点」に
複数の「店舗」を設置することがあります。

店舗数・拠点数の推移は、以下のとおりであります。

[店舗数の推移]

区分 ブランド
前連結
会計
年度末

新規
出店

閉店
区分変更 当連結

会計
年度末増加 減少

直営 銀のさら 102 １ △12 ２ △４ 89

釜寅 88 １ △９ ２ △３ 79

すし上等 52 10 △７ ２ △２ 55

銀のさら 和 10 － △10 － － ０

その他 ４ １ △１ － － ４

直営合計 店舗数 256 13 △39 ６ △９ 227

ＦＣ 銀のさら 266 － △９ ４ △２ 259

釜寅 140 － △７ ３ △２ 134

すし上等 80 － △５ ２ △２ 75

ＦＣ合計 店舗数 486 ０ △21 ９ △６ 468

チェーン合計 店舗数 742 13 △60 15 △15 695

(注)１．区分変更における直営店舗の増加は、主にＦＣ店舗が閉店したエリアに直営店舗が出店し
たことによるものであり、ＦＣ店舗の増加とは、直営店舗の加盟企業への売却によるもの
です。

２．来店型のレストランは、直営の「その他」に記載しております。
３．非連結子会社であるRIDE ON INTERNATIONAL (THAILAND) Co.,Ltd.の１店舗が、直営の「そ

の他」に含まれております。

[拠点数の推移]

拠点
前連結
会計
年度末

拠点
開設

拠点
閉鎖

区分変更 当連結
会計
年度末増加 減少

直営 拠点数 105 ２ △12 ２ △４ 93

ＦＣ 拠点数 266 － △９ ４ △２ 259

チェーン合計 拠点数 371 ２ △21 ６ △６ 352
(注)非連結子会社であるRIDE ON INTERNATIONAL (THAILAND) Co.,Ltd.の１拠点が含まれております。
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② 各ブランドの状況

商品戦略としましては、宅配寿司「銀のさら」では期間限定商品として、「大生

エビ」、「生車エビ」、「トロサーモン」、「トロビンチョウ」、「大トロ」や「本ズワ

イガニ」を使用した商品を提供いたしました。イベント日限定の特別商品として、

５月のゴールデンウィーク、母の日、６月の父の日におきましては、「感謝(かん

しゃ)」、「ありがとう」、８月のお盆には「花火（はなび）」、９月の敬老の日には

「団らん（だんらん）」、10月のハロウィンには「銀のさら」人気ネタのサーモンを

かぼちゃのジャック・オ・ランタンに見立てた「ジャック・オ・サーモン」、12月

のクリスマスにはお寿司・チキン・ケーキが揃った「クリスマスセット」、年末年

始には「寿（ことぶき）」や「祝（いわい）」、２月のバレンタインデーには主役と

なるハート型のお寿司を盛り込んだ「ハッピーバレンタイン」、３月のホワイトデ

ーには「ハッピーホワイトデー」を販売いたしました。また、店舗で働く従業員

1,064名が選んだおすすめネタ上位10品を盛り込んだ「お誕生日おめでとう」を提

供しております。家族や親戚が集まる機会や帰省などで久しぶりに会える方との

食事を楽しんでいただきたい、大切な人とのひとときが美味しいものを食べなが

ら、より記憶に残る時間になっていただきたい、という想いで商品開発を進めて

おります。

公式サイト限定で販売するスペシャル商品「いま！これ！勝負ネタ」シリーズ

としては、約２年の開発期間を経た「銀のさら」初の肉寿司「国産牛握り」、猛暑

の夏に涼をお届けするひんやり「ご当地アイスフェア」、地魚握りシリーズ第３弾

として豊かな海が育んだ旬の味わいを使用した「北海道の地魚握り」を、数量限

定・期間限定で提供しております。

宅配寿司「銀のさら」、宅配御膳「釜寅」、宅配寿司「すし上等」におきまして

は、2025年４月より商品内容や、販売価格を大きく見直したメニュー改定を行い

ました。

販売戦略としましては、利用機会の創出と新規顧客の獲得を目的として、繁忙

期である５月のゴールデンウィーク前後、８月のお盆期間や、年末年始のご注文

を想起いただくため10～12月にテレビＣＭを放映しております。また、自社電子

ポイント「デリポイント」を活用することでさらなる利用機会を創出するため、

繁忙期や機会点において戦略的にポイントを発行しております。４月の公式ＷＥ

Ｂサイト・アプリ会員数が450万人を突破したことを記念した、４日間限定のデリ

ポイントプレゼントキャンペーンや、各イベントごとにキャンペーンを実施する

など、顧客に向けた販売促進及び認知度向上のための施策を実施いたしました。

また、宅配寿司「銀のさら」では、2025年３月に創業25周年を迎えたことを記念

して、25個の企画で「笑顔」を届ける25周年プロジェクトを、2025年の１年間を

通して開催いたしました。

また、「銀のさら」においては、年末年始を含む12月、１月が、年間において一

番お客様のご利用数が多く、収益を獲得できる時期であるため、商品戦略にて記

載したクリスマス期間限定の商品販売やデリポイントキャンペーン、年末年始に
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は高級食材を使用した期間限定桶の提供及び早期ＷＥＢ予約の受付、年末年始該

当期間のお客様を対象としたデリポイントキャンペーンなど、お客様満足度・利

便性及び収益性の向上、新規顧客の獲得に取り組んでまいりました。

既存顧客に向けては、顧客属性にあわせた計画的なＤＭの実施、メールマガジ

ンの配信、ＬＩＮＥ公式アカウントからの情報発信、公式アプリからのプッシュ

通知等、ＣＲＭ（※）の確立に向けた活動を行っております。また、電子決済サ

ービスの導入を拡充するなど、顧客の利便性向上に努めております。

※Customer Relationship Managementの略。顧客接点での情報を統合管理し、顧客との長期的な関
係性を構築、製品・サービスの継続的な利用を促すことで収益の拡大を図るマーケティング手
法。

宅配寿司「銀のさら」においては、テイクアウト併設型店舗の出店を推進して

おります。従来のデリバリーでの注文に加え、テイクアウトでの需要に応えるこ

とで、利便性の向上と新たな顧客層の開拓を進めてまいります。

「専門店の美味しさをご自宅でも！」をコンセプトに、専門店のこだわりの味

をお届けする宅配サービス「ＤＥＫＩＴＡＴＥ」においては、2025年10月22日を

もちましてサービスを終了いたしました。

「美味しい蕎麦をお手軽に」をコンセプトに、セルフサービス形式にて提供す

る蕎麦業態「最上（もがみ）製麺」においては、2025年５月に岐阜のご当地蕎麦

「冷やしたぬき」を看板商品としたブランドへとリニューアルいたしました。2025

年12月には、愛知県一宮市に２号店をオープンしております。

(2) 設備投資の状況
当連結会計年度における設備投資の総額は482,911千円であり、主に新店舗の出

店、既存店舗の移転を目的とした設備投資を実施いたしました。設備投資額の内

訳は、建物177,647千円、工具、器具及び備品107,453千円、店舗運営システム及

びＷＥＢ受注システム等への設備投資額が、196,996千円であります。

なお、上記設備投資額には、資産除去債務会計基準適用による増加額は含まれ

ておりません。

(3) 資金調達の状況
特記事項はありません。

(4) 対処すべき課題
当社グループは、「ビジネスを通じ、相手の幸せが自らの喜びと感ずる境地を目

指す」という企業理念に基づき、お客様の「ご家庭での生活を『もっと美味しく、

もっと便利に』」を実現していくことが、当社グループの使命であると認識してお

ります。
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現在、当社グループでは、宅配事業における拠点ブランドとして宅配寿司「銀

のさら」を、複合化ブランドとして宅配御膳「釜寅」、宅配寿司「すし上等」を展

開しております。これら全国の宅配拠点（デリバリーネットワーク）において構

築した顧客データベースやマーケティングノウハウ等のリソースとシナジー効果

のある業務提携、Ｍ＆Ａ、ファンドからの出資等を行うことにより、「誰もがご自

宅にいながらにして享受できる、より便利で快適な新しいライフスタイルの創出」

に貢献していく「次世代ホームネット戦略」を基本戦略としております。

その経営環境においては、日本国内では少子高齢化の進展により総人口が減少

することで、食料消費の絶対量は減少していくものとみられます。しかしながら、

消費形態は単身世帯の増加、夫婦共働き世帯の増加を背景に、フードデリバリー

やテイクアウト等の中食消費が増加する等、ライフスタイルに変化が起きており、

新型コロナウイルス感染症による行動制限の影響によって、フードデリバリー需

要はさらに拡大いたしました。中長期的には、ライフスタイルの変化が進展する

ことに伴い、フードデリバリー需要は堅調に推移すると考えております。

その一方で、世界人口の増加による食料問題と併せ、各国の水産物需要の高ま

り等により、水産資源の枯渇化や国際的な漁獲制限がなされる等、水産物の仕入

環境はより一層厳しくなっていくものと考えられます。また、ウクライナ情勢の

長期化や、中東情勢の緊迫化による原油価格の高騰により世界的な物価上昇が続

いていること、そして長引く円安により原材料の仕入れ環境は厳しい状況が続い

ております。

当社グループにおいても、仕入価格上昇の影響がありますが、宅配寿司「銀の

さら」をはじめとするオリジナルブランドの商品価値の向上や商品ラインナップ

の多角化、生産性の向上等によって、収益力の強化とチェーン運営効率の最適化

を図ってまいります。また、海外市場への出店等、新規事業への投資を適切に判

断、実行することにより、新たな市場の開拓を行ってまいります。

当社グループは、今後の事業展開において、基本戦略を遂行するため、以下の

課題に取り組んでまいります。

①収益力の強化

ａ.新規ユーザーの獲得及びリピート注文の促進

2025年度の当社グループのチェーン総売上高（※１）は、宅配寿司（「銀のさ

ら」「すし上等」）340億円、宅配御膳「釜寅」48億円となっております。

当社グループの宅配事業においては、新規顧客の獲得に加え、リピート顧客

の再注文が収益を上げる上で重要な要素となっております。そのため、宅配寿

司「銀のさら」をはじめとする当社グループの各ブランドにおいて、それぞれ

のコアターゲットとする顧客層のニーズを把握し、新商品の開発、メニュー改

定等を実施するとともに、個々のニーズに合わせた利用喚起を行うことが重要
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な課題であると考えております。従前からの販売促進手法であるメニュー・折

込チラシの効率的な配布や顧客属性に合わせた計画的なＤＭの実施に加え、Ｓ

ＮＳや公式アプリからの情報発信、当社グループのブランドで使用可能な自社

電子ポイント「デリポイント」等を活用して顧客接点を増やし、利用機会の創

出に努めてまいります。また、インターネット経由での注文が増加してきてい

ることから、自社ＷＥＢ注文サイト及び公式注文アプリの利便性の向上、ＷＥ

Ｂ注文促進の各種施策を推進してまいります。

なお、株式会社富士経済の調べによる「外食産業マーケティング便覧2025

No.２（※２）」においては、2024年における宅配寿司市場の市場規模は581億

円、宅配釜飯市場の市場規模は55億円と推計される旨が記載されております。

※１ 2025年度の当社グループのチェーン総売上高は、2025年４月から2026年３月の実績値とな
ります。

※２ 株式会社富士経済の調べにおける「宅配寿司市場」には、来店型寿司店等の出前及びファ
ミリーレストラン、スーパーマーケット、コンビニエンスストア等の宅配は含まれており
ません。「宅配釜飯市場」には、来店型釜飯店、和食レストラン等の宅配は含まれており
ません。また、株式会社富士経済の調べにおける「2024年」とは、各企業の１月から12月
の実績値となります。
なお、掲載しております市場規模のデータにつきましては、当社グループが事業環境の説
明を行う上で、参考となりうる情報として記載しておりますので、調査方法や調査対象企
業、調査時期等により市場規模数値は異なる可能性があります。

ｂ.オペレーションシステムの強化、開発

労働人口の減少に伴い、採用競争が激しくなる環境下においては、システム

の活用による生産性の向上が店舗運営及び戦略立案上、重要であると認識して

おります。当社グループにおいては、店舗及びＷＥＢにおける受注システム、

ならびに注文・顧客・店舗運営管理情報等を格納するシステムを自社にて開発、

構築しており、それらを活用して効率的な店舗運営、分析等を行っております。

これらのシステムを強化、開発することにより、店舗運営効率の向上を行って

まいります。

②新規市場の開拓

当社グループの属する宅配食市場においては、高齢化社会の進展、単身世帯

の増加等を背景に、フードデリバリーやテイクアウト等の中食需要が増加する

ことで堅調に推移しており、新型コロナウイルス感染症による行動制限の影響

によって、フードデリバリー需要は拡大いたしました。中長期的には、ライフ

スタイルの変化が進展することに伴い、フードデリバリー需要は今後も堅調に

推移すると考えております。このような環境のもと、当社グループにおいては、

主力ブランドである宅配寿司「銀のさら」の認知度、ブランド力を活かして、

新たな収益を見込める海外市場への出店・検証を強化してまいります。また、

宅配事業の運営により蓄積した知見を活かし、新たなオリジナルブランドの開

発に取り組むとともに、Ｍ＆Ａや事業提携などによってもブランドを増やして

いくことを検討してまいります。

今後の成長に向け、新規事業への投資を積極的に行っていく一方で、投資判
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断を適切に行うことにより、経営資源の適正化と効率化を図ってまいります。

③人財（※）の採用及び育成

少子高齢化の進展による労働人口の減少に伴い、採用環境は今後も競争が激

しくなっていくものと考えられます。当社グループは、社員（店舗運営及び店

舗支援社員、本部サポート社員）ならびに店舗運営に携わるクルー（アルバイ

ト、パート）で構成されており、事業運営において適正な人員の採用と育成を

行うことは重要な課題であると認識しております。

社員採用においては、新卒採用、中途採用に加え、既存店舗のクルーからの

社員登用を積極的に行っております。クルー採用においては、採用計画に応じ

て、採用媒体への掲載、クルー紹介制度等を効果的に活用し、店舗運営におけ

る適正な人員数の採用を行っております。

また、高い店舗運営能力・技術を必要とする店長候補の育成のために店舗オ

ペレーションや店舗マネジメントの専門的な教育のほか、テクニカルスキル及

びヒューマンスキルについて、段階的に学ぶ環境を整備しております。本部サ

ポート社員においては、段階別（新入社員、管理職等）研修、目的別研修、オ

ンラインでの動画研修等を適宜実施しております。クルーにおいては、オンラ

インでの動画研修や安全運転実技講習会への参加等、商品力の向上、接客、安

全運転への教育を重要視しております。また、クルーのモチベーションの向上

が当社グループの業績に好影響を与えると考えていることから、定期的にサー

ビス・業務効率向上のためのキャンペーンや、成果発表会及び表彰イベントを

開催し、モチベーションの維持・向上に取り組んでおります。

上記の採用、育成活動を都度ブラッシュアップし、優秀な人財の採用・育成

に努めてまいります。

※当社グループでは、従業員は当社グループの運営を担う上で重要な存在であると考え、「材」
ではなく「財」の字を用いて「人財」と表記しております。

株主の皆様におかれましては、今後とも変わらぬご支援を賜りますようお願い
申し上げます。
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(5) 財産および損益の状況の推移

区 分
第22期

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

第23期
自 2023年４月１日
至 2024年３月31日

第24期
自 2024年４月１日
至 2025年３月31日

第25期
自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売 上 高 (百万円) 25,353 23,995 23,393 23,833

経 常 利 益 (百万円) 1,099 1,024 721 1,277

親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) 546 364 333 699

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

(円) 55円64銭 37円43銭 34円15銭 71円48銭

総 資 産 (百万円) 13,539 12,978 12,996 15,224

純 資 産 (百万円) 7,131 7,263 8,030 8,850

(注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

(6) 重要な親会社および子会社の状況

①親会社の状況

該当事項はありません。

②子会社の状況

名称
資本金又は
出資金総額
（百万円）

主要な事業の内容

議決権の
所有割合

又は出資割合
（％）

株式会社ライドオンエクスプレス 120

宅配事業
（フランチャイズ本部機能、
直営店舗及び宅配代行の運
営に関する事業）

100.0

ライドオン・エースタ
ート１号投資事業有限
責任組合

1,100 投資事業 99.9

ライドオン・エースタ
ート２号投資事業有限
責任組合

1,000 投資事業 99.9

ライドオン・エースタ
ート３号投資事業有限
責任組合

1,300 投資事業 99.9

(注）当社の連結子会社は、上記の重要な子会社４社であります。

③事業年度末日における特定完全子会社の状況

特記事項はありません。
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(7) 主要な事業内容（2026年３月31日現在）
当社グループは、以下の内容を主な事業としています。

①フードデリバリー事業の運営

②フランチャイズ本部の運営、加盟店募集及び指導育成

(8) 主要な営業所および工場（2026年３月31日現在）
①当社
本社 東京都港区

②子会社 株式会社ライドオンエクスプレス
本社 東京都港区
研修センター 東京都港区
テストキッチン 東京都港区
直営拠点 93拠点（以下の表に記載のとおり）

地区 拠点 地区 拠点

北海道 ３拠点 三重県 ３拠点

宮城県 １拠点 岡山県 １拠点

群馬県 ２拠点 徳島県 １拠点

埼玉県 ７拠点 高知県 １拠点

千葉県 １拠点 福岡県 ４拠点

東京都 31拠点 佐賀県 １拠点

神奈川県 14拠点 熊本県 １拠点

新潟県 １拠点 鹿児島県 １拠点

岐阜県 ２拠点 沖縄県 １拠点

静岡県 ３拠点 タイ王国 １拠点

愛知県 13拠点

(注）非連結子会社であるRIDE ON INTERNATIONAL (THAILAND) Co.,Ltd.の１拠点が含まれております。

(9) 従業員の状況（2026年３月31日現在）

区 分 従業員数
前連結会計年度

末比増減
平均年齢 平均勤続年数

男 性 21名 １名増 44.7歳 12.3年

女 性 ９名 １名増 36.3歳 9.0年

合計又は平均 30名 ２名増 42.2歳 11.3年

(注) 上記は、正規従業員、契約社員数の状況であり、パートタイマー等は含んでおりません。

(10)主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

借 入 先 借入金残高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,320,000 千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,066,684 千円

株 式 会 社 横 浜 銀 行 243,700 千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 175,013 千円
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2. 会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 10,938,719株

(3) 株 主 数 30,995名（前期比 2,372名増）

(4) 大 株 主

株 主 名
当社への出資状況

持株数 持株比率

株式会社エミＡ＆Ｙ 2,113,700株 21.57％

江見 朗 738,969株 7.54％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

660,700株 6.74％

松島 和之 207,514株 2.11％

冨板 克行 176,973株 1.80％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 149,300株 1.52％

渡邊 一正 134,025株 1.36％

ライドオンエクスプレス従業員持株会 72,642株 0.74％

水谷 俊彦 69,400株 0.70％

中村 格彰 67,900株 0.69％

（注）当社は自己株式 1,140,586株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、
持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

区分 株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役
及び社外取締役を除く。）

20,190株 ５名

社外取締役（監査等委員である取
締役を除く。）

― ―

監査等委員である取締役 ― ―

(6) その他株式に関する重要な事項

該当事項はございません。
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3. 新株予約権等に関する事項（2026年３月31日現在）

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約

権の状況

該当事項はございません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株

予約権の状況

該当事項はございません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

該当事項はございません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等（2026年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 江見 朗
株式会社ライドオンエクスプレス 代表取締役社長
株式会社ライドオンシーズ 代表取締役社長

取締役副社長 松島 和之
宅配事業統括
株式会社ライドオンエクスプレス 取締役副社長

取締役副社長 渡邊 一正
経営企画・人事・経理財務、投資戦略統括
株式会社ライドオンエクスプレス 取締役副社長
株式会社エースタート 代表取締役

常務取締役 冨板 克行
宅配事業担当
株式会社ライドオンエクスプレス 常務取締役

常務取締役 赤木 豊
システム・マーケティング担当
株式会社ライドオンエクスプレス 常務取締役

取締役
（監査等委員）

齋藤 正夫 齋藤正夫公認会計士事務所 代表

取締役
（監査等委員）

吉田 真 株式会社ゴッタライド 代表取締役

取締役
（監査等委員）

砂子 知香

(注) １．会社法第２条第15号に定める社外取締役 齋藤正夫氏、吉田真氏、砂子知香氏
２．当社は、社外取締役である齋藤正夫氏、吉田真氏及び砂子知香氏を独立役員として、東京

証券取引所に届け出ております。
３．齋藤正夫氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
４．当社は、監査等委員会の職務を補助するものとして、監査等特命役員を配置しており、日

常的な監査を実施するとともに、内部統制システムを通じた組織的監査を実施することに
より監査の実効性を確保していることから、常勤の監査等委員を選定しておりません。

(2) 責任限定契約の内容の概要
当社は、取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）と会社法第423条第１

項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額
は、会社法第425条第１項に定める額を責任の限度としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会

社との間で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社の取締役、
執行役員及び管理職従業員であり、被保険者は保険料を負担しておりません。当
該保険契約により保険期間中に被保険者に対して提起された損害賠償請求にかか
る訴訟費用及び損害賠償金等が補填されることとなります。

ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該
被保険者が法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損
害の場合には補填の対象とならないなど、一定の免責事由があります。
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(4) 取締役の報酬等の額
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針（以下、決定方針と
いう。）を取締役会の決議により定めております。2022年２月15日の取締役会に
おいて、指名・報酬委員会設置に伴い決定方針の改定の決議を行いました。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、基本報酬及び譲渡制限
付株式報酬により構成いたします。個人別の基本報酬の額は、各取締役の役割、
職責及び業績、今後の経営戦略を総合的に勘案し、株主総会において決議され
た報酬の限度内で取締役会から委任を受けた指名・報酬委員会にて決定いたし
ます。非金銭報酬等である譲渡制限付株式報酬は、当社の企業価値の持続的な
向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との一層の価値共有
を進めることを目的とし、各取締役への具体的な支給時期及び配分については、
指名・報酬委員会の答申を得た上で、株主総会において決議された報酬の限度
内で取締役会にて決定いたします。

非金銭報酬等の内容

対象者
当社の取締役（社外取締役及び監査等委員である取締役を
除く）

株式報酬枠 年額１億円以内

割り当てる株式の種類
及び割り当ての方法

普通株式（割当契約において譲渡制限を付したもの）を発
行

割り当てる株式の総数 対象取締役に対して合計で年５万株以内

払込金額
取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所にお
ける当社の普通株式の終値を基礎として、対象取締役に有
利とならない金額で当社取締役会が決定

譲渡制限期間
割当日より20年から30年の間で当社取締役会が予め定める
期間

譲渡制限の解除条件
譲渡制限期間の満了をもって制限を解除
但し、任期満了、死亡その他正当な理由により退任した場
合、譲渡制限を解除

当社による無償取得
譲渡制限期間中に、法令違反その他当社取締役会が定める
事由に該当する場合、割当株式を全て当社が無償取得する
ことができる

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の種類別の割合について
は、各取締役の役割、職責及び業績、今後の経営戦略を総合的に勘案し決定い
たします。
監査等委員である取締役の報酬等の額は、基本報酬のみで構成し、常勤、非

常勤の別、監査業務等を勘案し、株主総会において決議された報酬の限度内で
監査等委員である取締役の協議により決定いたします。
なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容の

決定に当たっては、指名・報酬委員会が決定方針との整合性を含めた多角的な
検討を行っているため、取締役会はその内容が決定方針に沿うものであると判
断しております。
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②取締役及び監査等委員の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の金銭報酬の額は、2015年６月25

日開催の第14期定時株主総会において、年額1,000百万円以内（使用人兼務取締
役の使用人分給与は含まない。）と決議されております。当該定時株主総会終結
時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は６名です。また、当
該金銭報酬とは別枠で、2020年６月26日開催の第19期定時株主総会において、
譲渡制限付株式報酬の額を年額100百万円以内、株式数の上限を年５万株以内と
決議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の員数は６名です。
監査等委員である取締役の金銭報酬の額は、2015年６月25日開催の第14期定

時株主総会において、年額100百万円以内と決議されております。当該定時株主
総会終結時点の監査等委員の員数は３名です。

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の基本報酬の額

については、取締役会より委任された指名・報酬委員会にて決定いたします。
指名・報酬委員会は、代表取締役が上程した報酬額案に対して委員で十分な審
議を行い、その後委員の過半数の賛成により決定いたします。
権限を委任した理由は、独立社外取締役を委員長とし、委員の過半数を独立

社外取締役で構成する指名・報酬委員会に委任することにより、報酬の決定に
関する独立性・客観性が高まると判断したからであります。指名・報酬委員会
の体制は下記のとおりです。

委員長：齋藤正夫（社外取締役）
委員 ：吉田真（社外取締役）、江見朗（代表取締役社長）

④取締役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬 非金銭報酬等

取締役
（監査等委員を除く）

247 227 20 ５

取締役
（監査等委員）

（うち社外取締役）

７
（７）

７
（７）

―
３

（３）

(注) １．期末現在の人員は、取締役（監査等委員を除く）５名、取締役（監査等委員）３名（う
ち社外取締役３名）であります。

２．非金銭報酬等として取締役（監査等委員を除く）に対して譲渡制限付株式報酬を交付し
ております。当該譲渡制限付株式報酬の交付状況は、２.会社の株式に関する事項に記載
のとおりです。
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(5) 社外役員に関する事項
取締役（監査等委員） 齋藤正夫、吉田真、砂子知香

①他の法人等の業務執行者の兼任状況

社外取締役（監査等委員）齋藤正夫氏は、齋藤正夫公認会計士事務所の代

表を兼務しております。当社グループとの間に、特別の利害関係はございま

せん。

社外取締役（監査等委員）吉田真氏は、株式会社ゴッタライドの代表取締

役を兼務しております。当社グループとの間に、特別の利害関係はございま

せん。

②他の法人等の社外役員の兼任状況

該当事項はございません。

③主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はございません。

④当事業年度における主な活動状況

氏 名
出席会議および

出席状況
発言状況および期待される役割に

関して行った職務の概要

齋藤 正夫氏

取締役
(監査等委員)

取締役会
25回中25回 出席

監査等委員会
14回中14回 出席

当事業年度開催の取締役会、監査等委員会
全てに出席し、公認会計士としての専門的
な立場から経営に有益な助言・提言を適宜
行っております。

吉田 真氏

取締役
(監査等委員)

取締役会
25回中25回 出席

監査等委員会
14回中14回 出席

当事業年度開催の取締役会、監査等委員会
全てに出席し、経営全般ならびにシステム
開発・マーケティング等の経験から培った
深い見識により経営に有益な助言・提言を
適宜行っております。

砂子 知香氏

取締役
(監査等委員)

取締役会
25回中25回 出席

監査等委員会
14回中14回 出席

当事業年度開催の取締役会、監査等委員会
全てに出席し、国際協力人材の発掘や育成
等の経験から経営に有益な助言・提言を適
宜行っております。
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5. 会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26,700 千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

30,075 千円

(注) １．会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を
踏まえ、前事業年度の監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認した上、
当事業年度の監査予定時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬につき、
会社法第399条第１項の同意を行っております。

２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので当事
業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場合、

監査等委員会は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。

また、会計監査人の再任の可否については、会計監査人の適格性、独立性及び

職務の遂行状況等に留意し、毎期検討を行います。

その結果、不再任が妥当と判断した場合、監査等委員会は、会計監査人の不再

任に関する株主総会提出議案の内容を決定いたします。
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6. 会社の体制および方針

(1) 業務の適正を確保するための体制
①取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制
当社グループは、取締役及び使用人が法令及び定款に適合する職務を遂行す

るために、社内における行動規範を制定し、法令順守はもちろんのこと、社内
におけるコンプライアンスに対する意識の向上に努める。代表取締役はコンプ
ライアンス担当役員及び内部監査人を任命し、内部監査室は、コンプライアン
ス体制の調査、法令ならびに定款上の問題の有無を調査し、取締役会等におい
てこれを報告する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項
取締役の職務の執行に係る情報は、文書管理規程に基づき文書化または電磁

的媒体に記録し、整理・保存する。その他、社内規程の定めるところに従い、
定められた期間適切に保存するとともに、必要に応じて取締役、監査等委員で
ある取締役（以下、「監査等委員」という。）、監査法人等が閲覧・謄写可能な
状況にて管理を行う。

③損失の危機の管理に関する規定その他の体制
当社は、リスクマネジメント規程に基づき、リスクマネジメント委員会にお

いてグループ全体のリスク管理を行う。各部署においては、内在するリスクの
把握、分析、評価を行った上、業務マニュアルを作成しリスクマネジメントを
行う。

内部監査室は、各部署のリスク管理状況を監査し、結果を取締役会等で報告
する。新たなリスクが生じた場合に備え、予めリスク管理統括責任者を中心に
必要な対応方針を整備し、損失を最小限にとどめるための各部署間の連携体制
を構築しておく。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務の執行を効率的に行うため、取締役会を毎月１回定時に開催
する他、適宜臨時に開催する。全社的な目標を定め共有し、各取締役は、
当該目標達成に向けて各部署における効率的な達成方法を定めるものとす
る。運営結果については、定時の取締役会で報告、検証、分析され、全社
的な業務効率化を図っていく。

ｂ．子会社の法務、人事及び経理業務等については、当社の担当部署が支援を
行うとともに、「関係会社管理規程」に基づき子会社の業務を管理し、当
社グループ全体の業務の整合性と子会社の役職員の効率的な職務執行を確
保する。

⑤当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
ａ．当社グループにおける内部統制の構築を目指し、グループ全体の内部統制

部署を定めるとともに、内部統制に関する協議、情報の共有化、指示、要
請の伝達が効率的に行われるシステムを含む体制を構築する。
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ｂ．当社の役職員が子会社の取締役に就くことにより、当社が子会社の業務の
適正を監視し、子会社の業務及び取締役の職務の執行の状況を定期的に当
社の取締役会に報告できる体制とする。

⑥監査等委員会の職務を補助すべき使用人に対する体制ならびにその使用人の
監査等委員を除く取締役からの独立性に関する事項
監査等委員会の職務を補助すべき使用人として、監査等特命役員を配置す

る。監査等委員会より監査業務に必要な命令を受けた当該使用人は、その命令
に関して、監査等委員を除く取締役の指揮命令を受けないものとし、また、当
該使用人の任命・解任・評価・人事異動・賃金の改定等については、監査等委
員会の同意を得た上で決定するものとし独立性を確保する。

⑦監査等委員を除く取締役及び使用人が監査等委員会に報告をするための体制
その他の監査等委員会への報告に関する体制、その他の監査等委員会の監査
が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．監査等委員を除く取締役または使用人は、監査等委員会に対して当社グル

ープに重大な影響を及ぼす事項、内部監査実施状況等につき速やかに報告
するものとする。
監査等委員は、重要な意思決定の状況を把握するため、取締役会等の重
要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を閲覧
し、監査等委員を除く取締役及び使用人に説明を求めることのできる体
制を構築する。

ｂ．子会社役員等は、監査等委員会に対して当社グループに重大な影響を及ぼ
す事項、内部監査実施状況等につき速やかに報告するものとする。

ｃ．当社グループは、監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理
由に不利な取扱いを受けない旨、周知徹底する。

ｄ．監査等委員は、重要な意思決定の状況を把握するため、子会社の取締役会
等の重要会議に出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要書類を
閲覧し、子会社役員等に説明を求めることのできる体制を構築する。

ｅ．監査等委員を除く取締役は、監査等委員がその職務の執行について生ずる
費用の前払いまたは償還等の請求をしたときは、監査の職務の執行に必要
でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理す
る。

⑧反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社グループは、反社会的勢力との関係については、企業の社会的責任及び

企業防衛の観点から、不当な要求に対しては毅然とした態度でこれを拒絶し、
一切の関係を持たないことを基本方針とする。整備状況に関しては、外部機関
から企業防衛に関する必要な情報収集を行い、役職員への啓蒙活動に取り組む
とともに、不当な要求等、反社会的勢力からの介入を受けた場合には、適宜に
警察・顧問弁護士等を含め外部機関と連携して組織的に対処する。

⑨財務報告の信頼性を確保するための体制
当社グループは、財務報告の適正性を確保するための体制、その他法令・諸
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規則等に定める情報開示について適切な開示が行われるための体制を整備し、
継続的に改善する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであ
ります。

①取締役会の監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るため、
監査等委員会設置会社制度をとっております。

②取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行の適正性及び効率性
を高めるために、当社と利害関係を有しない社外取締役が全ての取締役会に
出席いたしました。

③内部監査室は、内部監査活動計画に基づき、当社の各部門の業務執行の監督、
内部統制監査を実施し、代表取締役、取締役会及び監査等委員会に報告して
おります。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針
当社グループは現時点では、当該「基本方針」及び「買収防衛策」につきまし

ては、特に定めておりません。一方で、大量株式取得行為のうち、当社グループ
の企業価値及び株主共同の利益に資さないものについては、適切な対応が必要と
考えており、今後の法制度の整備や社会的な動向も見極めつつ、今後も慎重に検
討を行ってまいります。

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題のひとつとして位置付けてお

り、業績、財政状態及び今後の事業展開を勘案した上で、配当を実施することを
基本方針としております。

当期の期末配当金につきましては、１株あたり15円とさせていただきます。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

流動資産 9,888,051 流動負債 3,874,292

現 金 及 び 預 金 7,700,385 買 掛 金 1,146,097

売 掛 金 1,032,465 １ 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金 980,384

商 品 91,254 未 払 金 867,295

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 426,694 未 払 法 人 税 等 338,185

未 収 入 金 356,125 未 払 消 費 税 等 74,966

そ の 他 289,011 契 約 負 債 47,040

貸 倒 引 当 金 △7,885 ポ イ ン ト 引 当 金 144,705

株 主 優 待 引 当 金 100,780

そ の 他 174,838

固定資産 5,336,040 固定負債 2,499,436

有形固定資産 722,762 長 期 借 入 金 1,825,013

建 物 519,802 資 産 除 去 債 務 175,751

車 両 運 搬 具 11,003 繰 延 税 金 負 債 157,164

工 具 器 具 備 品 165,939 預 り 保 証 金 341,507

土 地 24,166

建 設 仮 勘 定 1,850

負 債 合 計 6,373,729

無形固定資産 387,236 純資産の部

株主資本 7,897,109

投資その他の資産 4,226,042 資本金 1,101,488

投 資 有 価 証 券 3,420,142 資本剰余金 1,005,108

繰 延 税 金 資 産 97,209 利益剰余金 7,490,917

差 入 保 証 金 674,071 自己株式 △1,700,405

長 期 未 収 入 金 68,443

そ の 他 26,770 その他の包括利益累計額 950,290

貸 倒 引 当 金 △60,595 その他有価証券評価差額金 950,290

非支配株主持分 2,963

純 資 産 合 計 8,850,363

資 産 合 計 15,224,092 負 債 及 び 純 資 産 合 計 15,224,092

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

Ⅰ．売上高 23,833,543

Ⅱ．売上原価 12,692,684

売 上 総 利 益 11,140,859

Ⅲ．販売費及び一般管理費 10,260,912

営 業 利 益 879,947

Ⅳ．営業外収益

受取利息 13,729

持分法による投資利益 1,967

業務受託料 6,927

雇用調整助成金 1,980

固定資産売却益 43,232

投資事業組合運用益 592,471

その他 19,080 679,388

Ⅴ．営業外費用

支払利息 21,221

固定資産除売却損 2,090

投資有価証券評価損 177,563

加盟店舗買取損 69,024

その他 11,973 281,873

経 常 利 益 1,277,461

Ⅵ．特別利益

受取保険金 5,722 5,722

Ⅶ．特別損失

リース解約損 10,189

減損損失 109,375 119,565

税金等調整前当期純利益 1,163,618

法人税、住民税及び事業税 443,093

法人税等調整額 20,284 463,378

当期純利益 700,240

非支配株主に帰属する当期純利益 348

親会社株主に帰属する当期純利益 699,892

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 1,091,393 995,013 6,937,694 △1,700,405 7,323,696

当連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 10,095 10,095 － － 20,190

剰 余 金 の 配 当 － － △146,669 － △146,669

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 － － 699,892 － 699,892

株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額（純額） － － － － －

当連結会計年度中の変動額合計 10,095 10,095 553,222 － 573,412

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 1,101,488 1,005,108 7,490,917 △1,700,405 7,897,109

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

その他有価証券評価差額金 その他の包括利益累計額合計

2 0 2 5 年 ４ 月 １ 日 残 高 703,793 703,793 2,891 8,030,381

当連結会計年度中の変動額

新 株 の 発 行 － － － 20,190

剰 余 金 の 配 当 － － － △146,669

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 － － － 699,892

株主資本以外の項目の当連結会計年度中の変動額（純額） 246,497 246,497 71 246,569

当連結会計年度中の変動額合計 246,497 246,497 71 819,982

2 0 2 6 年 ３ 月 3 1 日 残 高 950,290 950,290 2,963 8,850,363

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月15日

株式会社 ライドオンエクスプレスホールディングス
取 締 役 会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
公認会計士 佐藤 健文

業務執行社員

指定有限責任社員
公認会計士 吹上 剛

業務執行社員

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ライドオンエクスプレスホールデ

ィングスの2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務
諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査
人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ
適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容

を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの
整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当
監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程にお
いて、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相
違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤
りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成する
ことが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬

による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立
場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生す
る可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理
的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入
手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関し
て重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が
認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重
要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外
事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監
査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可
能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及
び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価
する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分か
つ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計
算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対
して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別

した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその
他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除
去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフ
ガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以 上
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貸 借 対 照 表

（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資産の部 負債の部

流動資産 3,170,224 流動負債 1,474,812

現 金 及 び 預 金 2,783,662 一年内返済予定の長期借入金 980,384

未 収 入 金 205,175 未 払 金 59,985
そ の 他 181,749 未 払 法 人 税 等 237,691

貸 倒 引 当 金 △363 預 り 金 29,102

株 主 優 待 引 当 金 100,780

そ の 他 66,869

固定資産 6,595,794 固定負債 2,013,381

有形固定資産 82,752 長 期 借 入 金 1,825,013

建 物 67,040 資 産 除 去 債 務 38,279

車 両 運 搬 具 11,003 繰 延 税 金 負 債 150,088

工 具 器 具 備 品 2,541

土 地 2,166 負 債 合 計 3,488,193

純資産の部

無形固定資産 35,732 株主資本 5,342,907

商 標 権 3,151 資本金 1,101,488

ソ フ ト ウ ェ ア 32,581

資本剰余金 1,005,172

資 本 準 備 金 1,005,172

投資その他の資産 6,477,310

投 資 有 価 証 券 311,498 利益剰余金 4,936,652

関 係 会 社 株 式 1,675,318 そ の 他 利 益 剰 余 金 4,936,652

その他の関係会社有価証券 3,989,265 繰 越 利 益 剰 余 金 4,936,652

差 入 保 証 金 484,682

そ の 他 16,546 自己株式 △1,700,405

評価・換算差額等 934,918

その他有価証券評価差額金 934,918

純 資 産 合 計 6,277,826

資 産 合 計 9,766,019 負 債 及 び 純 資 産 合 計 9,766,019

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（単位：千円）

科 目 金 額

Ⅰ．営業収益 1,576,038

Ⅱ．営業費用 1,268,790

営 業 利 益 307,247

Ⅲ．営業外収益

受取利息 3,638

業務受託料 6,927

受取配当金 1,410,000

投資事業組合運用益 404,644

その他 4,293 1,829,503

Ⅳ．営業外費用

支払利息 21,221

その他 5,854 27,075

経 常 利 益 2,109,675

税 引 前 当 期 純 利 益 2,109,675

法人税、住民税及び事業税 284,613

法人税等調整額 △13,469 271,144

当 期 純 利 益 1,838,530

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2025年４月１日から2026年３月31日まで）
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当 期 首 残 高
（2025年４月１日）

1,091,393 995,077 995,077 3,244,790 3,244,790 △1,700,405 3,630,855

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 10,095 10,095 10,095 － － － 20,190

剰 余 金 の 配 当 － － － △146,669 △146,669 － △146,669

当 期 純 利 益 － － － 1,838,530 1,838,530 － 1,838,530

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － － － － － － －

当 期 変 動 額 合 計 10,095 10,095 10,095 1,691,861 1,691,861 － 1,712,051

当 期 末 残 高
（2026年３月31日）

1,101,488 1,005,172 1,005,172 4,936,652 4,936,652 △1,700,405 5,342,907

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高
（2025年４月1日）

696,820 696,820 4,327,676

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 － － 20,190

剰 余 金 の 配 当 － － △146,669

当 期 純 利 益 － － 1,838,530

株主資本以外の項目の当期変動額（純額) 238,098 238,098 238,098

当 期 変 動 額 合 計 238,098 238,098 1,950,150

当 期 末 残 高
（2026年３月31日）

934,918 934,918 6,277,826

（注）記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年５月15日

株式会社 ライドオンエクスプレスホールディングス
取 締 役 会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
公認会計士 佐藤 健文

業務執行社員

指定有限責任社員
公認会計士 吹上 剛

業務執行社員

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ライドオンエクスプレスホ

ールディングスの2025年４月１日から2026年３月31日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、
貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表
監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
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監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ

る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに
対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、
意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の
見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性
に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明す
ることが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、
並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去す
るための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガード
を適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第25期事業年度の取締役の職務の執
行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１． 監査の方法及びその内容

監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の
内容ならびに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明
するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図
り、子会社から事業の報告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書ならびに連結計算書類（連
結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしま
した。

２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているもの
と認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認め
られません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事
項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月18日

株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス 監査等委員会

社外監査等委員 齋藤 正夫 ㊞

社外監査等委員 吉田 真 ㊞

社外監査等委員 砂子 知香 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図

会場：東京都港区芝公園２－４－１芝パークビルＢ館地下１階
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都営浅草線・大江戸線 大門駅 Ａ６出口より徒歩３分

都営三田線 芝公園駅 Ａ３出口より徒歩３分

株主様向けのお土産のご用意及び株主懇親会等の開催は
ございません。予めご了承ください。
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電子提供措置の開始日 2026年６月２日

第25期定時株主総会
その他の電子提供措置事項
（交付書面省略事項）

連結計算書類の連結注記表

計算書類の個別注記表

株式会社ライドオンエクスプレスホールディングス
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連結注記表
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

（１）連結子会社の数及び名称

連結子会社の数 ４社

連結子会社の名称 株式会社ライドオンエクスプレス

ライドオン・エースタート１号投資事業有限責任組合

ライドオン・エースタート２号投資事業有限責任組合

ライドオン・エースタート３号投資事業有限責任組合

（２）非連結子会社の数及び名称

非連結子会社の数 ６社

非連結子会社の名称 株式会社ライドオンシーズ

RIDE ON INTERNATIONAL(THAILAND) Co.,Ltd.

株式会社エースタート

スペース・エースタート１号投資事業有限責任組合

ＡＳエースタート１号投資事業有限責任組合

ＳＰエースタート１号投資事業有限責任組合

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は、合計の総資産、売上高、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等が連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項

（１）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び名称

非連結子会社の数 ３社

非連結子会社の名称 スペース・エースタート１号投資事業有限責任組合

ＡＳエースタート１号投資事業有限責任組合

ＳＰエースタート１号投資事業有限責任組合

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の数及び名称

非連結子会社の数 ３社

非連結子会社の名称 株式会社ライドオンシーズ

RIDE ON INTERNATIONAL(THAILAND) Co.,Ltd.

株式会社エースタート

（持分法適用の範囲から除いた理由）

持分法を適用していない非連結子会社は、当期純利益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であ
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り、かつ、全体としても重要性がないためであります。

３．連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産

ａ．商品

先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しております。

ただし、解凍機については個別法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を

採用しております。

ｂ．原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しておりま

す。

（２）重要な減価償却資産の償却方法

① 有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年

車両運搬具 ３年

工具器具備品 ３～９年

② 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）を採用し

ております。

③ 長期前払費用

定額法を採用しております。
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（３）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② ポイント引当金

ポイントの使用による費用負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しており

ます。なお、商品販売に起因せず、自社ポイントを付与している場合にはポイント引当金として

計上しております。

③ 株主優待引当金

株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しておりま

す。

（４）収益及び費用の計上基準

① 宅配事業に係る収益認識

宅配事業に係る収益は、主に商品の販売であり、顧客からの注文に基づいて商品を引き渡す履

行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に

対する支配を獲得して充足されると判断し、引き渡し時点で収益を認識しております。代金は、

商品引き渡し時点を中心に、概ね２か月以内に受領しております。

② フランチャイズ事業に係る収益認識

フランチャイズ事業に係る収益は、主に加盟企業への食材や備品、販促物等の販売であり、加

盟企業からの発注に基づいて商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品

を引き渡す一時点において、加盟企業が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、

引き渡し時点で収益を認識しております。代金は、商品引き渡し時点を中心に、概ね50日以内に

受領しております。

また、加盟企業の加盟に際して徴収している加盟金収入については、「銀のさら」「釜寅」とい

ったブランド・知的財産権を使用する権利を提供する履行義務を負っております。当該履行義務

は、加盟企業が店舗を出店した時点において、加盟企業がライセンスを使用する権利を獲得して

充足されると判断し、出店日時点で収益を認識しております。代金は、加盟企業との契約に基づ

き、出店日までに受領しております。

その他、加盟企業からのロイヤルティ収入があり、加盟ブランド事業の運営に資する知的財産

にアクセスする権利を提供する履行義務を負っております。当該履行義務は、一定の期間にわた

って充足されると判断し、一定の期間にわたり収益を認識しております。代金は、加盟企業との

契約に基づき、毎月月末締め分を概ね20日以内に受領しております。
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③ 顧客へ付与したポイントに係る収益認識

当社グループは、商品販売時に顧客に付与したポイントについては、将来において顧客がポイ

ント利用時に値引きを受けられる権利を提供していることから、当社グループの履行義務として

識別し、将来の失効見込み等を考慮して算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を

行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しております。

（重要な会計上の見積りに関する注記）

当社グループは、勘定残高の評価または金額の測定について、将来事象が発生するまで未確定

な場合に、将来に関する見積り及び仮定の設定を行い、それを連結計算書類に反映しております。

会計上の見積りは、外部環境要因の将来予測と実際の相違や内部要因への取り組みへの結果とし

て、見積りと実績が異なりうる性格を有しております。翌連結会計年度における資産や負債の帳

簿価額に重要な影響を生じさせるようなリスクを伴う見積り及び仮定は、次のとおりであります。

①ポイント引当金及び契約負債

ポイントの使用による費用負担の発生に備えるため、ポイント引当金として144,705千円、契

約負債47,040千円を負債計上しておりますが、顧客に付与したポイントのうち、期末におけるポ

イントの未使用残高に対して、将来使用されると見込まれる額を見積っております。

この会計上の見積りは、将来におけるポイントの利用率の見込みに基づくことになりますが、

ポイントの利用状況はポイントプログラムの内容、ポイントの総流通量、各種キャンペーンの内

容の他、様々な要素の影響を受けるものであり、これらの要素を客観的に予測することが困難で

あることから、以下に記載の仮定を設定し、過去２年間におけるポイントの利用実績を元に判断

して、将来使用されると見込まれる額を算定しております。

ポイントプログラムの内容：当社グループは、会員による当社グループ内での取引の促進を目

的としてデリポイントという名称でポイントプログラムを運営しており、商品の購入等に応じて

会員へポイントを付与しております。会員は、当該ポイントを使って、無償または割引価格によ

り商品を購入できることとなっておりますが、会員へ付与されたポイントには有効期限があり、

当該有効期限が到来すると、会員は当該ポイントを使用する権利を失うこととなっております。

ポイントの期中総流通量：当期に付与したポイント数（939百万ポイント）と同一水準

プラットフォームの選択（自社サイト経由の受注比率）：当期実績と同一水準

キャンペーンの展開状況：今後取り組まれる新しいキャンペーンの影響を除外

期末におけるポイントの未使用残高：596百万ポイント

なお、仮に上記の見積りの前提条件に対して、結果としてポイントの利用率の割合が５ポイン

ト乖離すると、翌連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益にそれぞれ

29,868千円程度の影響が見込まれます。
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②市場価格のない有価証券の評価

当社グループは、連結計算書類に投資有価証券3,420,142千円を計上しておりますが、このう

ち、非上場株式等1,334,686千円、投資事業有限責任組合への出資382,295千円については、市場

価格のない金融商品に該当するため、実質価額の算定及び実質価額の低下時における投資有価証

券の回収予想額について会計上の見積りと判断を行っております。

この会計上の見積りは、投資先企業の事業活動・資金調達活動等及び投資先株式等のEXITとい

った要素の影響を受けるものであり、入手可能な投資先企業の事業計画や直近実績データ等を用

いて仮定を設定し、実質価額及び回収予想額を算定しております。この会計上の見積り及び判断

の結果、当連結会計年度の連結損益計算書に投資有価証券評価損177,563千円を計上いたしまし

た。

なお、見積りに用いた仮定の不確実性は高く、例えばマクロ経済・金融市場見通しの不透明化

や地政学リスクによって、その経済環境への影響が変化した場合には、投資先企業の事業活動・

資金調達活動・投資先株式等のEXITに大きな影響があるため、将来の連結計算書類において主と

して投資事業組合損益の金額に影響する可能性があります。

③直営店舗の有形固定資産の減損

当社グループは、連結計算書類に直営店舗の有形固定資産576,695千円を計上し、連結損益計

算書上で直営店舗に係る減損損失109,375千円（前連結会計年度は83,264千円）を計上しておりま

す。

当該有形固定資産の減損の検討に当たっては、店舗を独立したキャッシュ・フローを生み出す

最小の単位とし、店舗の営業損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる見込みの場合

や店舗の閉鎖の意思決定をした場合に減損の兆候が認められると判断しております。

減損の兆候が認められると判断した店舗について、店舗の割引前将来キャッシュ・フローの総

額が店舗の有形固定資産の帳簿価額を下回る場合には減損損失の認識が必要と判断しております。

減損損失の認識が必要と判断された場合は、店舗の有形固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。なお、回収可能価額は、店舗の使用等

による割引前将来キャッシュ・フローの現在価値により算定される使用価値と店舗の有形固定資

産の正味売却価額のいずれか高い方の金額としております。

この会計上の見積りには、店舗の割引前将来キャッシュ・フローを使用しておりますが、割引

前将来キャッシュ・フローは、取締役会で承認された予算等を基礎とし、将来における店舗の売

上高の成長率、原価率、人件費率及び主要な資産の経済的残存使用年数等の予測に基づき見積り

を行っており、当該予測は外部環境の影響を受けるため、不確実性を伴います。

割引前将来キャッシュ・フロー及び回収可能価額の見積りは合理的であると判断しています

が、今後の市況や需要の変化等によって割引前将来キャッシュ・フローや回収可能価額が減少す

る場合、減損損失が発生し、翌連結会計年度以降の連結計算書類に重要な影響を与える可能性が

あります。

― 47 ―

2026年05月18日 15時56分 $FOLDER; 48ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



（連結貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 1,581,361千円

２．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、一部の店舗の厨房設備、営業用車両及び事務機器の

一部についてはリース契約により使用しています。

（連結損益計算書に関する注記）

減損損失

当連結会計年度において、当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 減損損失

埼玉県１店舗 店舗 建物及び構築物等 1,110千円

東京都３店舗 店舗 建物及び構築物等、工具、器具及び備品、長期前払費用 33,509千円

神奈川県２店舗 店舗 建物及び構築物等、工具、器具及び備品、長期前払費用 6,245千円

静岡県１店舗 店舗 建物及び構築物等、車両運搬具、工具、器具及び備品 7,928千円

愛知県４店舗 店舗 建物及び構築物等、工具、器具及び備品 25,233千円

岐阜県１店舗 店舗 建物及び構築物等、車両運搬具、工具、器具及び備品 31,765千円

佐賀県１店舗 店舗 工具、器具及び備品 1,104千円

熊本県１店舗 店舗 工具、器具及び備品 967千円

沖縄県１店舗 店舗 建物及び構築物等 1,510千円

合計 109,375千円

当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小の単位に基づき、主に直営店舗及び遊休資産を

基本単位としてグルーピングを行っております。

当連結会計年度において、収益性の低下した直営店舗のうち、営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスとなっている、または、その見込みのある資産グループ及び閉店見込の資産グループについて、

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（109,375千円）として、特別損失に計上

しました。その主な内訳は、建物及び構築物80,222千円、車両運搬具0千円、工具、器具及び備品

28,177千円、長期前払費用975千円であります。

なお、当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しておりますが、売却可能性が見込めな

いため零として評価しております。

― 48 ―

2026年05月18日 15時56分 $FOLDER; 49ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式(株) 10,918,529 20,190 － 10,938,719

（注）増加数の内訳は、次のとおりであります。
譲渡制限付株式報酬としての新株の発行による増加 20,190株

２．自己株式に関する事項

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
株式数

普通株式(株) 1,140,586 － － 1,140,586

３．配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年

６月25日

定時株主

総会

普通株式
利益

剰余金
146,669 15.00 2025年３月31日 2025年６月26日

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2026年６月24日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のと

おり提案しております。

株式の種類 配当の原資
配当金の

総額（千円）
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

普通株式 利益剰余金 146,971 15.00 2026年３月31日 2026年６月25日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に宅配事業を行うための設備投資計画に照らして、必要な資金（主に金

融機関借入）を調達しております。また、短期的な運転資金を金融機関借入により調達してお

ります。

（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、差入

保証金及び長期未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。有価証券はその他有価

証券であり、市場価格の変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。投資有価証

券は、業務または資本提携等に関連する株式等であり、市場リスクに晒されております。

借入金は、主に設備投資に必要な資金調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、最

長で５年以内であります。

（３）金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

売掛金は、各所管部署において主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ご

とに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。差入保証金は、取引先に差入れている取引保証金と事務所及び店舗の賃貸借

契約に伴うものであり、新規取引開始時に取引先の信用状態を十分に検証しております。

② 市場リスクの管理

投資有価証券については、定期的に時価や為替変動、発行体（取引企業）の財務状況を把握

し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、複数の金融機関から当座貸越枠を取得した上で、各部署からの報告に基づ

き経理財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を売上高の概ね１ヶ

月相当に維持することにより、流動性リスクを管理しております。

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定

された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、

異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上

額
時 価 差 額

（１）投資有価証券

その他有価証券 1,703,160 千円 1,703,160 千円 － 千円

（２）差入保証金 674,071 671,663 △2,408

（３）長期未収入金 68,443

貸倒引当金（※２） △60,595

7,848 7,848 －
資産計 2,385,080 2,382,671 △2,408

（１）長期借入金（※３） 2,805,397 2,771,136 △34,260

（２）預り保証金 341,507 336,673 △4,834

負債計 3,146,904 3,107,809 △39,095

※１ 現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等について
は、現金及び短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載
を省略しております。

※２ 長期未収入金に対して個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
※３ 長期借入金には、１年内返済予定分を含めて表示しております。

（注）１．市場価格のない株式等及び組合等への出資は、「(1)投資有価証券」には含まれておりませ
ん。当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分
連結貸借対照表計上額

（千円）

非上場株式等(*1) 1,334,686

投資事業有限責任組合等への出資(*2) 382,295

(*1) 市場価格のない株式等に該当し、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基
準適用指針第19号 2019年７月４日）第５項に従い、時価開示の対象としておりません。

(*2) 組合等への出資は、時価算定会計基準適用指針第24-16項に従い、時価開示の対象としてお
りません。

（注）２．金銭債権の決算日後の償還予定額

区分
１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

長期未収入金 5,839 62,604 － －

合計 5,839 62,604 － －

差入保証金については、償還予定が確定していないため記載しておりません。

（注）３．長期借入金の決算日後の返済予定額

区分
１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

長期借入金 980,384 858,325 399,992 399,992 －

合計 980,384 858,325 399,992 399,992 －
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３

つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成さ

れる当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算

定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外

の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプッ

トがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類し

ております。

(1）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 1,703,160 － － 1,703,160

資産計 1,703,160 － － 1,703,160

(2）時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 － 671,663 － 671,663

長期未収入金 － － 7,848 7,848

資産計 － 671,663 7,848 679,511

長期借入金 － 2,771,136 － 2,771136

預り保証金 － 336,673 － 336,673

負債計 － 3,107,809 － 3,107,809

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル１の時価に分類しております。
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差入保証金

差入保証金の時価は、国債の利回り等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期未収入金

長期未収入金の時価は、連結決算日における連結貸借対照表価額から担保及び保証による回収

見込額等に基づく貸倒見積高を控除して算出しているため、連結決算日における連結貸借対照表価

額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似していることから、当該価額をもって時価としてお

り、レベル３の時価に分類しております。

長期借入金

長期借入金の時価は、元利金の合計額を国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せ

した利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

預り保証金

預り保証金の時価は、国債の利回り等の観察可能なインプットを用いて割引現在価値法により

算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（資産除去債務に関する注記）

１．当該資産除去債務の概要

事業用賃貸事務所及び事業用店舗等の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

２．当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を建物等の耐用年数等と同様として見積り、割引率は耐用年数等に応じた年数の

国債の利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。

３．当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減

期首残高 178,047 千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 7,969 千円

時の経過による調整額 1,513 千円

資産除去債務の履行による減少額 △11,778 千円

期末残高 175,751 千円

（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、宅配事業の単一セグメントであり、主要な顧客との契約から生じる収益を分

解した情報は、以下のとおりであります。

(単位：千円)

当連結会計年度

(2026年3月31日)

直営店の売上高 11,398,614

ＦＣ店への売上高 12,434,218

顧客との契約から生じる収益 23,832,832

その他の収益 710

外部顧客への売上高 23,833,543
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２．収益を理解するための基礎となる情報

「（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）４．会計方針に関する事

項 （４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

① 契約負債の残高

契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度

(2026年3月31日)

期首残高 49,102

期末残高 47,040

連結貸借対照表上、契約負債は「流動負債」に計上しております。契約負債は主に、当社グル

ープが商品販売時に顧客へポイントを付与するものについて、将来の失効見込み等を考慮して算定

された期末時点において履行義務を充足していない残高であります。

当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、

43,069千円であります。

② 残存履行義務に配分した取引価格

2026年３月31日現在、顧客へ付与したポイントに係る残存履行義務に配分した取引価格の総額

は47,040千円であります。当社グループは、当該残存履行義務について、ポイントが使用されるに

つれて今後３年の間で収益を認識することを見込んでおり、その内訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）

１年以内に収益を認識すると見込む額 35,463

１年超２年以内に収益を認識すると見込む額 10,751

２年超３年以内に収益を認識すると見込む額 825

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 902円97銭

１株当たり当期純利益 71円48銭
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個別注記表
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）子会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

（２）その他の関係会社有価証券

投資事業有限責任組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも

の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎と

し、持分相当額を純額で取り込む方法を採用しております。

（３）その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）を採用しておりま

す。

３．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産

定率法を採用しております。

ただし、建物ならびに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年

車両運搬具 ３年

工具器具備品 ３～９年

（２）無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）を採用し

ております。

（３）長期前払費用

定額法を採用しております。
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４．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（２）株主優待引当金

株主優待制度に伴う費用負担に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しておりま

す。

５．収益及び費用の計上基準

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を適用しており、約束

した財またはサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財またはサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識しております。

当社の収益は、子会社からの経営管理手数料、業務委託料となります。経営管理手数料及び業務委

託料においては、子会社への契約内容に応じた受託業務を提供することが履行義務であり、業務が実

際に提供された時点で当社の履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。

代金は、子会社との契約に基づき、毎月月末締め分を概ね１か月以内に受領しております。

（重要な会計上の見積りに関する注記）

市場価格のない有価証券の評価

当社は、計算書類に投資有価証券311,498千円（そのうち非連結子会社以外の投資事業有限責任組

合に対する出資額は293,198千円）、その他の関係会社有価証券3,989,265千円、関係会社株式

1,675,318千円を計上しておりますが、これらについて、実質価額の算定及び実質価額の低下時にお

ける投資の回収予想額に関して会計上の見積りと判断を行っております。

この会計上の見積りは、投資先企業の事業活動の影響を受けるものであり、入手可能な投資先企業

の事業計画や直近実績データ等を用いて仮定を設定し、実質価額及び回収予想額を算定しておりま

す。

なお、見積りに用いた仮定の不確実性は高く、例えばマクロ経済・金融市場見通しの不透明化や地

政学リスクによって、その経済環境への影響が変化した場合には、投資先企業の事業活動に大きな影

響があるため、将来の計算書類において主として投資事業組合損益の金額に影響する可能性がありま

す。
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（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額 159,061千円

２．貸借対照表に計上した固定資産のほか、営業用車両及び事務機器の一部についてはリース契約に

より使用しております。

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 324,357千円

短期金銭債務 1,377千円

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引

営業収益 1,576,038千円

営業取引以外の取引による取引高 779,578千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

自己株式に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式(株) 1,140,586 － － 1,140,586
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（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

貸倒引当金 114 千円

未払事業税 14,077 千円

投資有価証券評価損 205,274 千円

資産除去債務 12,065 千円

株式報酬費用 55,413 千円

会社分割による子会社株式調整額 172,364 千円

その他 31,914 千円

繰延税金資産小計 491,223 千円

繰延税金負債との相殺 △281,059 千円

評価性引当額 △210,164 千円

繰延税金資産純額 － 千円

(繰延税金負債)

資産除去債務に対応する除去費用 823 千円

その他有価証券評価差額金 430,324 千円

繰延税金負債小計 431,148 千円

繰延税金資産との相殺 △281,059 千円

繰延税金負債純額 150,088 千円

（リースにより使用する固定資産に関する注記）
オペレーティング・リース取引（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

1年内 34,932

1年超 64,043

合計 98,975
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（関連当事者との取引に関する注記）

子会社

種類
会社等

の名称

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社

株式会社ラ

イドオンエ

クスプレス

（所有）
直接
100.0

役員の兼任

財務処理の

代行

業 務 委 託

料 の 受 取

等（注２）

1,576,038 未収入金 204,042

資 金 の 預

かり（注３）
182,060 ― ―

子会社

ラ イ ド オ

ン・エース

タート１号

投資事業有

限責任組合

（所有）

直接

99.9

出資
投 資 事 業
組 合 運 用
益

585,107 ― ―

子会社

ラ イ ド オ

ン・エース

タート２号

投資事業有

限責任組合

（所有）

直接

99.9

出資
投 資 事 業
組 合 運 用
損

△180,883 ― ―

子会社

ラ イ ド オ

ン・エース

タート 3号

投資事業有

限責任組合

（所有）

直接

99.9

出資

投 資 事 業
組 合 運 用
損

△3,741 ― ―

出資 1,150,000 ― ―

(注）１．上記の取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれておりま
す。

２．業務委託料は、取引内容を基礎として交渉の上決定しております。
３. 子会社のための資金決済代行・回収代行を行っておりますが、代行手数料等は収受してお

りません。
なお、取引金額は、資金の立替と預かりの純額にて記載しております。
主な立替内容は、店舗諸経費、店舗設備費用等であります。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 640円72銭

１株当たり当期純利益 187円77銭
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